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１ 社会保障・税一体改革の検討の背景
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社会保障の給付と負担の現状（2011年度予算ベース）

社会保障給付費（※） 2011年度（予算ベース） 107.8兆円 （対ＧＤＰ比 22.3%）

【給付】 社会保障給付費

年金 53.6兆円（50%） 医療 33.6兆円（31%）
福祉その他

20.6兆円（19%）
《対ＧＤＰ比 4 3%》

《対ＧＤＰ比 11.1%》 《対ＧＤＰ比 6.9%》

【負担】

《対ＧＤＰ比 4.3%》

うち介護7.9兆円（7%）
《対ＧＤＰ比 1.6%》

保険料 59.6兆円（60%） 税 39.4兆円（40%）

積
立
金

【負担】

保険料 59.6兆円（60%） 税 39.4兆円（40%）

うち被保険者拠出 うち事業主拠出 うち国 うち地方
10 1兆円

金
の
運
用
収
入31.8兆円（32%） 27.8兆円（28%） 29.3兆円（30%） 10.1兆円

（10%）

国（一般会計） 社会保障関係費等
※ 年度予算

入
等

各制度における 都道府県

※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。

※2011年度予算
社会保障関係費 28.7兆円（一般歳出の53.1%を占める）

保険料負担 市町村
（一般財源）
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○ 我が国の社会保障給付の規模を部門別に比較すると、

社会保障給付の部門別の国際的な比較（対GDP比）

・ 年金 ― 米英を上回るが、他の欧州諸国をやや下回る規模
・ 医療 ― 米国や欧州諸国を下回る規模
・ その他の給付 ― 米国を上回るが、欧州諸国をかなり下回る規模 となっている

35%

40%

45%
福祉その他

医療
《うち介護》

8 32%25%

30%

35%
年金

21 32%

26.24%
28.75%27.70%

6 30%
7.85%

6 58%
7.49%3.40%

2.43%
7.77%

7.70% 11.87%
8.32%

15%

20%

25%

《1.25%》
《0 01%》

《0.54》

《0.00%》
《0.08%》

《2.25%》

19.26%
16.50%

21.32%

9.55% 6.69% 6.71%
10.70% 9.25%

12.94%

6.30%
7.38% 6.84%

6.58%

5%

10%
《0.01%》

% %
0%

日本 アメリカ イギリス ドイツ スウェーデン フランス

《高 齢 化 率（2007年）》 《21.5%》 《12.6%》 《16.0%》 《20.2%》 《16.6%》《17 4%》

（注）OECD：”Social Expenditure Database”等に基づき、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室で算出したもの。いずれも2007年。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（公的住宅費用、施設整備費等）も計上されている。
高齢化率は OECD: “OECD in figures 2009” ）

《 》 《 》 《 》 《17.4%》
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300
給
付

ライフサイクルでみた社会保険及び保育・教育等サービスの給付と負担のイメージ

200

250

付

老齢年金
（厚生年金）

子ども手当
出産関係
育児休業

150

介護
雇用保険

大学高等学校

義務教育

保育所
幼稚園

50

100年
間
金
額
（
万

介護

医療
公共事業＋防衛＋その他

0

万
円
）

100

50

消費税

保育所・幼稚園
費用負担

学校教育費等の
保護者負担 直接税医療費

公的年金保険
料（本人負担分）

介護保険料
（本人負担分）

医療保険料
（本人負担分）

雇用保険料
（本人負担分）

介護自己負担

150

0歳 5歳 10歳 15歳 20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 65歳 70歳 75歳 80歳

年齢階級

負
担

保護者負担
自己負担

料（本人負担分） （本人負担分） （本人負担分）

（注） １．平成21年度（データがない場合は可能な限り直近）の実績をベースに1人当たりの額を計算している。具体的な計算方法は別紙のとおり。
ただし、「公共事業＋防衛＋その他」については、平成22年度予算ベース。

２．直接税及び消費税は、国税及び地方税の合計である。
３．負担という観点からは、将来世代の負担として、公債金（平成２２年度予算ベースで約４４兆円、国民１人当たり約３５万円）がある点についても留意が必要

である。
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各国の家族関係社会支出の対GDP比の比較（2007年）
3.27%

3.35%
（1,048億4,450万クローネ）

（458億9,110万ポンド）

3.00%
（567億8,270万ユーロ）

現
物
給
付

現
金
給
付

1 45%

1.88%
（457億270万ユーロ）

1.45%
（224億6,610万ユーロ）

0.97%
0.79%

（4兆628億円） 0.65%
（909億1,820万ドル）

（147億9,590万カナダドル）

（資料）OECD: Social Expenditure Database (Version: October 2010) 2010.11.9取得データ 等
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90 110 
（兆円） （万円）

社会保障給付費の推移

107.8

80 

90 

100 

（兆円） （万円）

94.1

1970 1980 1990 2000 2011(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 371.8 351.1

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 107.8(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.6( 49.7%)

医療 2 1( 58 9%) 10 7( 43 3%) 18 4( 38 9%) 26 0( 33 3%) 33 6( 31 2%)

60 

70 

70

80 

年金

78.1

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 33.6( 31.2%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.6( 19.1%)

Ｂ／Ａ 5.8% 12.2% 13.6% 21.0% 30.7%

40

50 

50

60 

70 年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費 年金
47.2

30 

40 

30

40 

50 

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

24.8

10

20 

20 

30 

医療

24.8

0 

10 

0 

10 

福祉その他

2008
(平成20)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

3.5
0.1

0.7

2000
（平成12)

2011
(予算
ﾞ ｽ)

～ ～

（平成 )（昭和55)（昭和45)（昭和35) （平成 )
ﾍﾞｰｽ)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成20年度社会保障給付費」、2011年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2011年度の国民所得額は平成23年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成23年1月24日閣議決定）

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2008並びに2011年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。
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○我が国の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2055年には9000万人

我が国の人口の推移

人口（万人）

平成18年推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

を割り込み、高齢化率は40％を超えると推計されている。

12,000

14,000
12,806万人生産年齢人口（15～64歳）割合

11,927

10,000

65歳以上人口
8,993

63.7%

（2010）
3,635 生産年齢

人口割合

51.1%

6,000

8,000

15～64歳人口 23.1%

(2010)

高齢化率

40.5%

3,646

4,000

7,096

4,595

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

0

2,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

14歳以下人口

（西暦）

合計特殊

出生率

1.261.39

(2010)

752
1,196

（西暦）

2015 2025 2035 2045 2055

資料：総務省統計局「国勢調査」、総務省統計局「推計人口（年報）」、厚生労働省｢人口動態統計｣、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」
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現在の社会保障制度について

○ 現在の社会保障制度は、高度経済成長期であった１９６０～１９７０年代にその骨
格が完成しているため、以下のような点を前提としておおむね構築されている。

【制度設計とその前提について】
① 正規雇用 終身雇用 完全雇用① 正規雇用・終身雇用・完全雇用
→ サラリーマンは職域保険（健康保険、厚生年金）に、その他の者は地域保険

（国民健康保険、国民年金）に加入することで、皆保険を達成（国民健康保険、国民年 ） 入する 、皆保険を達成

② 右肩上がりの経済成長
→ 給付の増大については 給与の上昇による保険料収入の増や税収増により→ 給付の増大については、給与の上昇による保険料収入の増や税収増により

賄うことができる

③ 企業の福利厚生の充実、核家族モデル（特に専業主婦）、地域社会のつながり
→ 現役世代については、社会保障制度による対応は補完的
→ 高齢者に対する給付が相対的に手厚くなっている→ 高齢者に対する給付が相対的に手厚くなっている
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社会保障制度を取り巻く状況の変化について
○ 現在の社会保障制度を取り巻く状況は１９６０～７０年代当時から大きく変化している。

① 雇用基盤の変化（就労形態の多様化）① 雇用基盤の変化（就労形態の多様化）
② 家族形態の変化（単身高齢世帯の増加、離婚の増加に伴うひとり親世帯の増加）
③ 地域基盤の変化（都市化と過疎化の同時進行、地域コミュニティの弱体化、人口減少社会到来）
④ 生活・リスク形態の変化（社会的ストレスの増大、自殺、うつ等の増加）④ 活 リ 変 （社会 増 、 殺、う 等 増 ）

社会情勢の変化に対応し これまで 年金 医療 福祉など制度ごとに対応を実施してきたが

少子高齢化の進展と経済成長の鈍化により、
社会保障給付費の対ＧＤＰ比が増加

社会情勢の変化に対応し、これまで、年金、医療、福祉など制度ごとに対応を実施してきたが、

○ 世代間の給付・負担のアンバランス、ニーズの変化に対応したサービスの充実・強化、縦割り
型制度、不十分な貧困・困窮者対策、負担の次世代への先送りといった問題は未解決

○ 問題解決には 財源問題も含めた社会保障制度の一体的・抜本的な改革が必要○ 問題解決には、財源問題も含めた社会保障制度の 体的 抜本的な改革が必要

改革の全体像を議論するためのポイント

○ 経済を支え、経済成長に貢献する社会保障（一人一人の能力を引き出す社会保障＝
ポジティブ・ウェルフェア）の構築

改革の全体像を議論するためのポイント

○ 新たな課題やニーズの変化、各制度が内包している課題に対応した社会保障の機能強化
他方、必要な効率化を併せて実施

○ 安定的な財源の確保

※これらを一体的、総合的に議論する必要
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歳 出 歳 入

国の一般歳出と社会保障関係費（平成23年度政府予算案）

歳 出 歳 入

租税及び印紙収入
40兆9,270億円

国債費
21兆5,491億円

（23 3%）

一般歳出
54兆781億円

（58.5%）
所得税

13兆4,900億円
（14 6%）

（44.3%）

一般会計
歳出総額

社会保障関係費
28兆7,079億円

（31.1%）

（23.3%）

一般会計
歳入総額

（14.6%）

公債金
44兆2,980億円

（ %）

法人税
7兆7,920億円

（8.4%）

消費税歳出総額
92兆4,116億円

公共事業
4兆9,743億円

（5 4%）

地方交付税

交付金等

16兆7,845億円

歳入総額
92兆4,116億円

（47.9%）
費税

10兆1,990億円
（11.0%）

その他
9兆4460億円

（5.4%）

文教及び科学振興

その他
9兆4,673億円

（10.2%）

16兆7,845億円

（18.2%）

その他収入
7兆1,866億円

（10.2%）

文教及び科学振興
5兆5,100億円（6.0%）

防衛 4兆7,752億円（5.2%）

7兆1,866億円
（7.8%）

うち（独）鉄運機構納
付金１兆2,000億

円、
財政投融資特別会
計からの受入れ

揮発油税 26,340（2.9%）

相続税 14,230（1.5%）

酒税 13,480（1.5%）

たばこ税 8,160（0.9%）

関税 8 1 0（0 9%）
恩給 6,434億円（0.7%）

一般歳出に占める社会保障関係費の割合 53.1%

計からの受入れ
１兆588億円、

外国為替資金特別
会計からの受入れ

2,309億円

関税 8,150（0.9%）

石油石炭税 5,120（0.6%）

自動車重量税 4,280（0.5%）

その他税収 4,130（0.4%）

印紙収入 10,570（1.1%）
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60%60
（兆円）

一般歳出と社会保障関係費の推移

47 3

51.7
53.5

54.1

55%

60%

50

60
一般歳出

社会保障関係費

42.1 

48.1 47.3 
46.4

47.0 
47.3 

48.0%

51.0%
53.1%

45%

50%

40

50 社会保障関係費の一般歳出に占める割合

30.7 
32.6 

35.4 

28 7

43.1%
44.4%

45.0%
46.1%

40%

45%40

20.4 20.6 21.1 21.8 

24.8 
27.3

28.7

29 4%

32.8% 33.0%
34.9%

35%
30

9 6
11.6 

13.9 
16.8 26.7%

29.4%

25%

30%20

8.2 
9.6 

20%
10

15%0
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2011

（注）当初予算ベース 11



一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

（兆円）

101.0

100

120 税収と公債発行額が
３年連続で逆転21年度決算 22年度補正後 23年度当初

一般会計税収 ３８．７兆円 ３９．６兆円 ４０．９兆円

公債発行額 ５２．０兆円 ４４．３兆円 ４４．３兆円

75 1 75.9
78.8 78.5

84.4

89.0 89.3

84.8 83.7 82.4
84.9 85.5

81.4 81.8

92.4
96.7

84.780

100
一般会計基礎的財政収支 ▲３３．５兆円 ▲２４．１兆円 ▲２２．７兆円

54.9

60.1 59.8

54.4 54.1 53 953 0 53 6

57.7

61.5

65.9
69.3 70.5 70.5

75.1
73.6

75.9

60

80

一般会計歳出

15.0
6.17.6

32 4
34.9

38.2

41.9

46.8

50.8
54.1

51.0 51.9 52.1
53.9

49.4
47.2

50.7
47.9

43.8 43.3
45.6

49.1 49.1
51.0

34.1

38.8

43.4
46.9 47.2

50.6 51.5
53.0 53.6

34.0

37.5

33.0
35.0 35.3 35.5

31 3
33.2

52.0

44.3 44.3

39.638.7

44.3

40.9
40

般会計税収

28 7 26 8

36.9 36.7 38.2
10.7

9 9

17.0

13.2

11.1
9.1

9.1
6.7 8.7

7.8
6.4

6.0

7.0

13.8
15.7

17.3

21.9
23.7

26.9
29.0

30.5
32.4

20.9
24.5

29.1

9 6 10 7
13.5 14.2 12.9 14.0 13.5 12.8 12.3 11.3

9 4 9 5

16.2 16.5

21.2 21.7
18.5

30.0
31.3

27.5
25.4

38.7

20

一般会計税収

４条公債発行額

特例公債発行額

2.1 3.5 4.5 4.3 6.3 7.2 5.9 7.0 6.7 6.4 6.0 5.0 2.5 4.1 4.8
11.0 8.5

24.3 21.9 20.9
25.8 28.7 26.8

23.5 21.1 19.3
26.2

3.2
3.7

5.0 6.3
7.1 7.0

7.0 7.0 6.8 6.4 6.3 6.2
6.9

6.2 6.4 6.3 6.7 9.5
16.2

12.3
16.4 9.9

17.0

1.0 0.2

1.0
5.3

7.2
9.6 10.7 9.4

7.2 6.6 6.7
9.5

7.3

0

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 （年度）

（注１）平成21年度までは決算、22年度は補正後予算、23年度は政府案による。

（注２）平成２年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨時特別公債を約1.0兆円発行。

（注３）一般会計基礎的財政収支（プライマリー・バランス）は、「国債費－公債金」として簡便に計算したものであり、ＳＮＡベースの中央政府の基礎的財政収支とは異なる。 12



財政収支・債務残高の国際比較

（１）財政収支の国際比較（対GDP比） （２）債務残高の国際比較（対GDP比）
（％）（％）

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日 本 ▲ 6.7 ▲ 6.9 ▲ 5.8 ▲ 7.2 ▲ 8.5 ▲ 8.2 ▲ 6.5 ▲ 7.9 ▲ 8.0 ▲ 6.6 ▲ 5.2 ▲ 3.5 ▲ 2.8 ▲ 3.3 ▲ 9.3 ▲ 8.5 ▲ 8.7

米 国 ▲ 4.1 ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.1 ▲ 2.2 ▲ 5.5 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 4.6 ▲ 3.6 ▲ 4.3 ▲ 7.6 ▲ 12.1 ▲ 11.1 ▲ 10.8

英 国 ▲ 5.8 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 0.1 0.9 3.7 0.6 ▲ 2.0 ▲ 3.7 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 2.8 ▲ 4.8 ▲ 10.8 ▲ 10.3 ▲ 8.7

ド イ ツ ▲ 9.7 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 2.2 ▲ 1.5 1.3 ▲ 2.8 ▲ 3.6 ▲ 4.0 ▲ 3.8 ▲ 3.3 ▲ 1.6 0.3 0.1 ▲ 3.0 ▲ 3.3 ▲ 2.1

フ ラ ン ス ▲ 5.5 ▲ 4.0 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.5 ▲ 1.6 ▲ 3.2 ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 3.0 ▲ 2.3 ▲ 2.7 ▲ 3.3 ▲ 7.5 ▲ 7.0 ▲ 5.6

イ タ リ ア ▲ 7 4 ▲ 7 0 ▲ 2 7 ▲ 3 1 ▲ 1 8 ▲ 0 9 ▲ 3 1 ▲ 3 0 ▲ 3 5 ▲ 3 6 ▲ 4 4 ▲ 3 3 ▲ 1 5 ▲ 2 7 ▲ 5 3 ▲ 4 5 ▲ 3 9

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日 本 86.2 93.8 100.5 113.2 127.0 135.4 143.7 152.3 158.0 165.5 175.3 172.1 167.0 174.1 194.1 199.7 212.7

米 国 70.7 69.9 67.4 64.2 60.5 54.5 54.4 56.8 60.2 61.2 61.4 60.8 62.0 71.0 84.3 93.6 101.1

英 国 51.6 51.2 52.0 52.5 47.4 45.1 40.4 40.8 41.5 43.8 46.4 46.1 47.2 57.0 72.4 82.4 88.5

ド イ ツ 55.7 58.8 60.3 62.2 61.5 60.4 59.8 62.2 65.4 68.8 71.2 69.3 65.3 69.3 76.4 87.0 87.3

フ ラ ン ス 62.7 66.3 68.8 70.3 66.8 65.6 64.3 67.3 71.4 73.9 75.7 70.9 72.3 77.8 89.2 94.1 97.3

イ タ リ ア 122 5 128 9 130 3 132 6 126 4 121 6 120 8 119 4 116 8 117 3 120 0 117 4 112 8 115 2 127 8 126 8 129 0イ タ リ ア ▲ 7.4 ▲ 7.0 ▲ 2.7 ▲ 3.1 ▲ 1.8 ▲ 0.9 ▲ 3.1 ▲ 3.0 ▲ 3.5 ▲ 3.6 ▲ 4.4 ▲ 3.3 ▲ 1.5 ▲ 2.7 ▲ 5.3 ▲ 4.5 ▲ 3.9

カ ナ ダ ▲ 5.3 ▲ 2.8 0.2 0.1 1.6 2.9 0.7 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.9 1.5 1.6 1.4 ▲ 0.0 ▲ 5.5 ▲ 5.5 ▲ 4.9

（出典）OECD“Economic Outlook 89”(2011年６月）
（注）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いた値。

仮にこれを含めれば、以下のとおり。

（出典）OECD“Economic Outlook 89”(2011年６月）
(注）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース

暦 年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日 本 ▲ 4.7 ▲ 5.1 ▲ 4.0 ▲ 5.8 ▲ 7.4 ▲ 7.6 ▲ 6.3 ▲ 8.0 ▲ 7.9 ▲ 6.2 ▲ 4.8 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 3.9 ▲ 10.5 ▲ 9.3 ▲ 9.6

イ タ リ ア 122.5 128.9 130.3 132.6 126.4 121.6 120.8 119.4 116.8 117.3 120.0 117.4 112.8 115.2 127.8 126.8 129.0

カ ナ ダ 101.6 101.7 96.3 95.2 91.4 82.1 82.7 80.6 76.6 72.6 71.6 70.3 66.5 71.3 83.4 84.2 85.9

5

（％）

米 国 ▲ 3.3 ▲ 2.3 ▲ 0.9 0.3 0.7 1.5 ▲ 0.6 ▲ 4.0 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 3.3 ▲ 2.2 ▲ 2.9 ▲ 6.3 ▲ 11.3 ▲ 10.6 ▲ 10.1

200

（％）

日本

0

ドイツ

150

イタリア

▲ 5

イタリア

フランス

カナダ

100
米国

カナダ

▲ 10

日本

米国

英国

50

フランス

英国ドイツ

▲ 15
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

（暦年）（注）日本の財政収支については、単年度限りの特殊要因を除いた数値。

0
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

（暦年） 13



（兆円）

主要税目の税収（一般会計分）の推移

26.7
26.0

30

（兆円）

23.2
23.7
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20.4
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所得税
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16.115.4
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15.4

19.0

16.8
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18.4

19.0
18.4

14 9
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13.9

12.8
13.5

12.0

13.1

15.8

14.8

12.9
14.1

14.7

12.8

10.8

13.6
14.1

12.0

15.0

14.7

11.4

16.6

12.1

13.7

12.4

14.5

13.5
11.4

10.8

13.7 11.7

10.3 10 1

13.3

14.9

10 0

15

法人税

6.6

11.3

7.8

9.8 9.7

10.6 10.5 10.3 10.0 9.8
10.2

9.3

7.8

6 4

8.88.9

9.87.9

7.4

9.1

9.5
10.1

7.5

10.0

9.3
10.1

10.4
9.8 9.8 10.0 10.2

10

(0.9) (1.1) (1.2) (1.2) (1.4) (1.4) (1.6) (1.6) (1.7) (2.0) (2.2)

6.4

5.6 5.2
5.6

5.0
5.6

4.6

5.8

3.3

6.1

(1.3)

5 消費税物品税等

0
52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22補 23予

（注） 21年度以前は決算額、22年度は補正後予算額、23年度は予算額である。 （年度）
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２ 社会保障・税一体改革成案（平成23２ 社会保障・税 体改革成案（平成23
（2011）年７月１日閣議報告）の概要（ ）年 月 日閣議報告）の概要

本成案は、「社会保障改革の推進について」（平成22年12月14日閣議決定）に基づ

き、政府・与党における集中的な検討の成果をもとに、社会保障と税の一体改革の具き、政府 与党 おける集中的な検討 成果をも 、社会保障 税 体改革 具
体的方向について取りまとめ、７月１日に閣議報告されたものである。政府・与党にお
いては、本成案に基づき更に検討を進め、その具体化を図ることとする。

15



社会保障国民会議（最終報告・H20 11）

＜平成20年＞

社会保障・税⼀体改⾰の概要（議論の経緯）社会保障・税⼀体改⾰の概要（議論の経緯）

〔21年度税制改正関連法附則104条〕

経済状況を好転させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、
21年度税制改正（H21.3）

持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プログラム（H20.12）

社会保障国民会議（最終報告 H20.11）

民主党・税と社会保障の抜本改革調査会中間整理（H22 12）

経済状況を好転させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、
2011年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。

安心社会実現会議（報告・H21.6）

＜平成21年＞

＜平成22年＞

社会保障改革に関する有識者検討会報告（H22.12）

民主党・税と社会保障の抜本改革調査会中間整理（H22.12）

社会保障改革の推進について（H22.12.14閣議決定）

政府・与党社会保障改革検討本部（H22.10）

社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を
同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、２３年半ばまでに成案を得、国民
的な合意を得た上でその実現を図る。

＜平成23年＞

・社会保障・税一体改革の集中的な検討、国民的なオープンな議論
・平成23年2月5日 第1回開催 ⇒ 第6回（5月12日）「厚生労働省案」 ⇒ 第10回（6月2日）「社会保障改革案」

社会保障改革に関する集中検討会議

＜平成23年＞

社会保障と税制 体改革 成案を作成するため 政府 与党社会保障改革検討本部 設置

政府・与党社会保障改革検討本部 成案決定会合

「あるべき社会保障」の実現に向けて（民主党 社会保障と税の抜本改革調査会（H23.5）） 「国と地方の協議の場」（6月13
日）等、地方団体との意見交換

・社会保障と税制の一体改革の成案を作成するため、政府・与党社会保障改革検討本部の下に設置。
・第1回を6月8日に開催。以降、第5回（6月30日）まで開催。

「社会保障・税一体改革成案」（H23.6.30政府・与党社会保障改革検討本部決定） ⇒ 7月1日 閣議報告 16



社会保障・税⼀体改⾰の概要（成案のポイント①）社会保障・税⼀体改⾰の概要（成案のポイント①）
Ⅰ 社会保障改革の全体像 19・20ページ参照

〇現行の社会保障制度の基本的枠組みが作られた1960年代以降今日まで、①非正規雇用の増加等の雇用基盤の変化、②

地域・家族のセーフティネット機能の減退、③人口、とりわけ現役世代の顕著な減少、④高齢化に伴う社会保障費用の急速な
増大 ⑤経済 低迷 デ 期 等厳 経済 財政状 ⑥企業 ネ 機能 減 と た社会経済諸情

社会経済諸情勢の変化

増大、⑤経済の低迷、デフレの長期化等厳しい経済・財政状況、⑥企業のセーフティネット機能の減退、といった社会経済諸情
勢の変化が発生

・社会保障国民会議、安心社会実現会議以来の議論の積み重ねを尊重
社会保障改革に関する有識者検討会報告（「３ の理念 「 の原則 ）・社会保障改革に関する有識者検討会報告（「３つの理念」、「５つの原則」）

・全世代を通じた安心の確保を図り、かつ、国民一人ひとりの安心感を高める
すべての人が社会保障の受益者であることを実感 生き方や働き方に中立的で選択できる社会 参加が保障される社会

改革の基本的考え方

すべての人が社会保障の受益者であることを実感。生き方や働き方に中立的で選択できる社会、参加が保障される社会。
・より公平・公正で自助・共助・公助のバランスにより支えられる社会保障制度に改革

サービスの不足、就職難、ワーキングプア、社会的疎外、虐待などの国民が直面する現実の課題への対応。包括的支援体制の構築。
・給付と負担のバランスを前提として、それぞれOECD先進諸国の水準を踏まえた制度設計

中規模 高機能な社会保障体制を目指す

改革の優先順位と個別分野における具体的改革

〇 Ⅰの社会保障改革に係る費用を推計

Ⅱ 社会保障費用の推計

⇒中規模・高機能な社会保障体制を目指す。

〇 ①子ども・子育て支援、若者雇用対策、②医療・介護等のサービ
ス改革、③年金改革、④「貧困・格差対策（重層的セーフティネッ
ト）」「低所得者対策」についてまず優先的に取り組む。

〇 個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目の内容を併せて提

〇 Ⅰの社会保障改革に係る費用を推計
⇒追加所要額（公費）は、約2.7兆円程度（2015年度）

充実による額 3.8兆円
重点化・効率化による額 ～▲1.2兆円

17社会保障・税に関わる共通番号制度の早期導入

示 〇 社会保障給付にかかる公費（国・地方）全体の推計
⇒ 地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び

費用推計を総合的に整理 17



社会保障・税⼀体改⾰の概要（成案のポイント②）社会保障・税⼀体改⾰の概要（成案のポイント②）
Ⅲ 社会保障・税一体改革の基本的姿 21・22ページ参照

１ 社会保障の安定財源確保の基本的枠組み

○ 社会保障給付に要する公費負担の費用は、消費税収（国・地方）を主要な財源として確保
〇 消費税収（国分）は、現在高齢者三経費に充当。今後は、高齢者三経費を基本としつつ、社会保障四経費（年金、医療、介
護、少子化）に充当する分野を拡充護、少子化）に充当する分野を拡充

〇 消費税収（国・地方、現行分の地方消費税を除く）の使途の明確化（社会保障財源化）
〇 引上げ分の消費税収（国・地方）については社会保障給付における国と地方の役割分担に応じ配分し、現行分の消費税収

（国・地方）については、国・地方の配分と地方分の基本的枠組みを変更しない
〇 2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引上げ〇 2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国 地方）を10％まで引上げ

２ 社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成
〇 2015年度段階での財政健全化目標の達成に向かうことで、同時達成への一里塚が築かれる。

Ⅳ 税制全体の抜本改革 23ページ参照

〇 個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税、地方税制等についての改革の考え方

Ⅳ 税制全体の抜本改革

Ⅴ 社会保障・税一体改革のスケジュール

23 ジ参照

24ページ参照

〇 改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議
〇 社会保障改革は、工程表に従って実施
〇 経済状況を好転させることを条件として税制抜本改革を実施するため、附則104条の道筋に従って23年度中に法制上の措置

経済状 好転 総合的 判断

Ⅴ 社会保障・税一体改革のスケジュール

・経済状況の好転は、総合的に判断
・予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組み
・不断の行政改革及び徹底的な歳出の無駄の排除

25ペ ジ参照

〇 デフレからの脱却を実現するための政府・日銀における取組み
〇 社会保障・税一体改革と経済成長との好循環

Ⅵ デフレ脱却への取組み、経済成長との好循環の実現

18

25ページ参照



社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障改⾰の主な項⽬）社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障改⾰の主な項⽬）
Ⅰ 子ども・子育て

○ 子ども 子育て新システムの制度実施等に伴い 地域の実情に応じた保育等の量的拡充や幼保

所要額（公費）2015年

０ ７兆円○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保育等の量的拡充や幼保一
体化などの機能強化を図る。

・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの拡充、社会的養護の充実
・ 保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体制の一元化

０．７兆円
※ 税制抜本改革以外の

財源も含めて
１兆円超程度の措置を

今後検討

Ⅱ 医療・介護等
○ 地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を図る。そのため、診療報

酬・介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための一括的な法整備を行う。
・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、地域間・診療科間の偏在の是正、予防対策の強化、在宅医療

充実等 地域包括ケ 構築 ケ ネジ ト 機能強化 居住系サ 充実 施 所要額（公費）2015年の充実等、地域包括ケアシステムの構築・ケアマネジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施
設のユニット化、重点化に伴うマンパワーの増強

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ＩＣＴ活用による重複受診・重複検査・過剰薬剤投与等
の削減、介護予防・重度化予防

所要額（公費）2015年

～０．６兆円程度

○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化な
どを図る。

a) 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政
基盤 強化基盤の強化

b) 介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化
・ 介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化

c) 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
所要額（公費）2015年

c) 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた検討（病院・
診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）。ただし、受診時定額負担については低所
得者に配慮。

d) その他

～１兆円弱程度

d) その他
・ 総合合算制度、低所得者対策・逆進性対策等の検討
・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合の国庫補助の見直し
・ 高齢者医療制度の見直し（高齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕組み、支援金
の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど）

19



Ⅲ 年金（注）

○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」実現に取り組む。

・ 所得比例年金（社会保険方式）、最低保障年金（税財源）
○ 年金改革の目指すべき方向性に沿 て 現行制度の改善を図る○ 年金改革の目指すべき方向性に沿って、現行制度の改善を図る。

・ 最低保障機能の強化＋高所得者の年金給付の見直し
・ 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第３号被保険者制度の見直し、在職老齢年金の見直
し、産休期間中の保険料負担免除、被用者年金の一元化

ク 経済 ライド 支給開始年齢 引上げ 標準報酬上限 引上げなど 検討

所要額（公費）2015年
～０．６兆円程度

・ マクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限の引上げなどの検討
○ 業務運営の効率化を図る（業務運営及びシステムの改善）。

（注）基礎年金国庫負担２分の１財源については、税制抜本改革により措置する。税制抜本改革実施までの各年度分の繰入れも適切に行われるよう、必要な措置を講じる。

Ⅳ 就労促進

2015年度の上記の所要額（公費）合計 ＝ 約２．７兆円程度

Ⅳ 就労促進
○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業率のM字カーブの解消、

年齢にかかわりなく働き続けることができる社会づくり、障害者の雇用促進に取り組む。
○ ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を図る。
○ 雇用保険 求職者支援制度の財源について 関係法の規定を踏まえ検討する○ 雇用保険・求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討する。

Ⅴ Ⅰ～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化
・ サービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第２のセーフティネットの構築、生活保護の見直

し（充実 重点化 効率化） 障害者施策の充実 難病対策の検討 震災復興における新たな安心地域し（充実、重点化・効率化）、障害者施策の充実、難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域
モデルの提示
・ 社会保障制度改革と併せた教育環境整備や教育の質と機会均等を確保するための方策

Ⅵ 地方単独事業Ⅵ 地方単独事業
○ 地域の実情に応じた社会保障関係の地方単独事業の実施

※ 社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今
後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。 20



社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障の安定財源確保の基本的枠組み）社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障の安定財源確保の基本的枠組み）
（１）消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保
〇 社会保障給付に要する公費負担の費用は、消費税収（国・地方）を主要な財源として確保

〇消費税収（国分）は、現在高齢者三経費に充当。今後は、高齢者三経費を基本としつつ、社会保障四経費
（年金、医療、介護、少子化）に充当する分野を拡充

〇 社会保障の安定財源確保に向けて 消費税収の規模とこれらの費用の関係を踏まえ 国・地方合わせた消〇 社会保障の安定財源確保に向けて、消費税収の規模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消
費税収の充実を図る

（２）消費税収の使途の明確化
〇 消費税収（国 地方 現行分の地方消費税を除く）については 全て国民に還元し 官の肥大化には使わな〇 消費税収（国・地方、現行分の地方消費税を除く）については、全て国民に還元し、官の肥大化には使わな

いこととし、消費税を原則として社会保障の目的税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分
経理を徹底する等、その使途を明確化（消費税収の社会保障財源化）

〇 将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収（国・地方）を主たる財源として安定財源、 給 費 体 、 費税 財源 定財源
を確保

（３） 国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保
〇 現行分の消費税収（国・地方）については、国・地方の配分（地方分については現行分の地方消費税及び消〇 現行分の消費税収（国 地方）については、国 地方の配分（地方分については現行分の地方消費税及び消

費税の現行の交付税法定率分）と地方分の基本的枠組みを変更しない
〇 引上げ分の消費税収（国・地方）については（１）の分野に則った範囲の社会保障給付における国と地方の

役割分担に応じた配分
〇 今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ 地方単独事業を含めた社会保障給付〇 今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、地方単独事業を含めた社会保障給付

の全体像及び費用推計の総合的な整理を行った上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源が確保でき
るよう、税制抜本改革において地方税制の改革などを実施

（ ） 消費税率 段階的引上げ（４） 消費税率の段階的引上げ
〇 まずは、2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革に

かかる安定財源を確保 21



社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障改⾰の安定財源確保と財政健全化の同時達成）社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障改⾰の安定財源確保と財政健全化の同時達成）

〇今回の社会保障改革の目指すところは、「社会保障の機能強化」と「機能維持―制度の持続可能性の確保」〇今回の社会保障改革の目指すと ろは、 社会保障の機能強化」と 機能維持 制度の持続可能性の確保」

であり、社会保障改革の財源確保と財政健全化を同時達成するしか、それぞれの目標を実現する道はない。

〇このような考え方に立って 社会保障 税 体改革においては 社会保障給付にかかる安定財源を確保して〇このような考え方に立って、社会保障・税一体改革においては、社会保障給付にかかる安定財源を確保して

いくことを通じて、財政健全化を同時に実現する。

○具体的には、まずは、2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、

国・地方合わせて、

・「機能強化」にかかる費用機能強化」にかかる費用

・高齢化の進行等により増大する費用

・基礎年金国庫負担２分の１を実現するために必要な費用

・後代に付け回しをしている「機能維持」にかかる費用

・消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増加に要する費用

を賄う 社会保障 安定財 確保を るを賄うことにより、社会保障の安定財源確保を図る。

○これらの取り組みなどにより、2015 年度段階での財政健全化目標の達成に向かうことで、「社会保障の安定

財源確保と財政健全化の同時達成」への一里塚が築かれる。

22



社会保障・税⼀体改⾰の概要（税制全体の抜本改⾰）社会保障・税⼀体改⾰の概要（税制全体の抜本改⾰）
（１）個人所得課税

○ 格差の是正や所得再分配機能等の回復のため 各種控除の見直しや税率構造の改革を実施○ 格差の是正や所得再分配機能等の回復のため、各種控除の見直しや税率構造の改革を実施。
○ 給付付き税額控除については、番号制度等を前提に、社会保障制度の見直しと併せて検討。
○ 金融証券税制について、金融所得課税の一体化に取り組む。

（２）法人課税
○ 企業の国際競争力の維持・向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国内投資の拡大を図る観点から、課税ベー

スの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げ（中小法人に対する軽減税率についても同様）。

（３）消費課税
○ 消費税（国・地方）については 本成案に則って所要の改正 いわゆる逆進性の問題については 消費税率（国・○ 消費税（国・地方）については、本成案に則って所要の改正。いわゆる逆進性の問題については、消費税率（国・

地方）が一定の水準に達し、税・社会保障全体の再配分を見てもなお対策が必要な場合には、複数税率よりも給付
などによる対応を優先することを基本に総合的に検討。

○ 消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化のほか、消費税と個別間接税の関係等の論点につ
いて検討いて検討。

○ 地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源ＣＯ２排出抑制等を図るための税を導入。また、地球温暖化対策に
係る諸施策を地域で総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組みについて検討。車体課税につい
ては、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方向で検討。

（４） 資産課税
○ 資源再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税ベース、税率構造の見直しによる負

担の適正化及び贈与税の軽減等。

（５） 地方税制（５） 地方税制
○ 地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税を充実すると

ともに、地方法人課税のあり方を見直すことなどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築。

（６） その他（ ） そ 他
○ 社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税環境の整備等。なお、平成22年度・23年度改正においては、こ

のような方向性を踏まえ、税制抜本改革の一環をなす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、国会で審議されて
いる平成23年度税制改正については、引き続き、その早期実現を目指す。 23



社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障・税⼀体改⾰のスケジュール）社会保障・税⼀体改⾰の概要（社会保障・税⼀体改⾰のスケジュール）

〇 社会保障・税一体改革にあたっては 「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行い 国・地方を通じた改革の〇 社会保障 税 体改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行い、国 地方を通じた改革の

円滑かつ着実な推進を図る。

〇 社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、工程表に従い、各分野において遅滞なく順次その〇 社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、工程表に従い、各分野において遅滞なく順次その

実施を図る。

〇 税制抜本改革については、政府は日本銀行と一体となってデフレ脱却と経済活性化に向けた取組みを行〇 税制抜本改革については、政府は日本銀行と 体となってデフレ脱却と経済活性化に向けた取組みを行

い、これを通じて経済状況を好転させることを条件として遅滞なく消費税を含む税制抜本改革を実施するた

め、平成21年度税制改正法附則104条に示された道筋に従って平成23年度中に必要な法制上の措置を講じ

るる。

〇 「経済状況の好転」は、名目・実質成長率など種々の経済指標の数値の改善状況を確認しつつ、東日本大

震災の影響等からの景気回復過程の状況 国際経済の動向等を見極め 総合的に判断するものとする ま震災の影響等からの景気回復過程の状況、国際経済の動向等を見極め、総合的に判断するものとする。ま

た、税制抜本改革の実施に当たっては、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとする。これらの

事項については、政府・与党において参照すべき経済指標、その数値についての考え方を含め十分検討し、

上記の法制化の際に必要な措置を具体化する上記の法制化の際に必要な措置を具体化する。

〇 以上のスケジュールに基づき、国会議員定数の削減や、公務員人件費の削減、特別会計改革や公共調達

改革等の不断の行政改革及び予算の組替えの活用等による徹底的な歳出の無駄の排除に向けた取組みを改革等の不断の行政改革及び予算の組替えの活用等による徹底的な歳出の無駄の排除に向けた取組みを

強めて、国民の理解と協力を得ながら社会保障と税制の改革を一体的に進める。

24



社会保障・税⼀体改⾰の概要（デフレ脱却への取組み、経済成⻑との好循環の実現）社会保障・税⼀体改⾰の概要（デフレ脱却への取組み、経済成⻑との好循環の実現）

デ〇 デフレからの脱却を実現するため、政府として強力かつ総合的な政策努力を最大限行うとともに、日本銀行

に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策運営により経

済を下支えするよう期待する。これにより、我が国経済を本格的な成長軌道に乗せていく。

〇 社会保障・税一体改革により、社会保障分野における潜在需要を顕在化し、安心できる社会保障制度を確

立することが、雇用を生み、消費を拡大するという経済成長との好循環を通じて、成長と物価の安定的上昇

に寄与する。

〇 社会保障は需要・供給両面で経済成長に寄与する機能を有しており、医療や介護分野での雇用創出や新

たな民間サービス創出のための環境整備、ＩＣＴなどのテクノロジーを活用した社会保障費用の最適化、サー

ビスの質の向上、医療イノベーション、ライフイノベーションの推進、ドラッグラグ・デバイスラグの早期解消、

先進医療制度の運用改善、民間企業を含めた多様な事業主体の新規参入促進、「新しい公共」の創造など、

利用者・国民の利便の向上と新たな産業分野育成の観点からの諸改革を進める。

25



（２０１１年度） （２０１５年度）（※）

別紙（社会保障の安定財源確保の基本的枠組み）別紙（社会保障の安定財源確保の基本的枠組み）

現状ベース 改革後ベース

制度改革に伴う増及び
消費税引上げに伴う社
会保障支出の増社会保障4経費 社会保障4経費

32 0兆円

37.0兆円社会保障4経費
（国・地方）

会保障支出の増社会保障4経費
（国・地方）

社会保障4経費
（国・地方）

32.0兆円

12 8兆円

うち
高齢者３経費

22 1兆円 消費税収

9.3兆円
（４％相当）

12.8兆円
（５％弱相当）

うち
高齢者３経費

26.3兆円

消費税収

うち
高齢者３経費 ５％

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

22.1兆円
消費税収
（国・地方）
12.8兆円

消費税収
（国・地方）
13.5兆円

消費税収
（国・地方）

現行５%

（※） 成案においては、 2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国 地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

（注１） 消費税収は、現在は、国分は予算総則により高齢者3経費に充てられ、地方分は一般財源である。

（注２） 消費税収（国分）を充当する社会保障給付の具体的分野（2015年度時点）は、高齢者3経費を基本としつつ、今後検討。

（注３） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費（注 ） 社会保障 経費とは、社会保障給付公費負担 うち 制度と て確 された年金、医療及び介護 社会保障給付並びに少子化に対処するため 施策に要する費
用」（平成21年度税制改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全
体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（注４） 2015年度の消費税収は、内閣府「経済財政の中長期試算」（平成23年１月）に基づく推計（年央に改訂）。
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（2015年度）（※）

後

別紙（社会保障改⾰の安定財源の確保）別紙（社会保障改⾰の安定財源の確保）

社会保障4経費
（国・地方）

改革後ベース

（国・地方）

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増 １％相当

制度改革に伴う
増及び消費税引
上げに伴う社会
保障支出の増

機能強化 ３％相当

・制度改革に伴う増制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

5％相当の
安定財源の

うち
高齢者３経費 ５％

機能維持 １％相当

安定財源の
確保

※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

消費税収
（国・地方）

機能維持 １％相当

（注１） 消費税引上げに伴う社会保障支出等の増には、消費税を引き上げた場合に増加する国・地方の物資調達にかかる支出も含まれる。所要額は、財務省推計（ 2011年5月時点）であり、今
後各年度の予算編成過程において精査が必要

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

５％

（注２） 高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増加のことである。

後各年度の予算編成過程において精査が必要。

（注３） 機能強化の額は、厚労省による推計（2011年5月時点）。機能強化の具体的な内容は、 社会保障改革の主な項目のとおり。

（注４） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（平成21年度税制
改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた
社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。 27



（2015年度） （2015年度）（※）

現状ベース 改革後ベース

別紙（社会保障改⾰の安定財源確保と財政健全化の同時達成）別紙（社会保障改⾰の安定財源確保と財政健全化の同時達成）

ＰＢ赤字（国・地方）（対GDP比）改善
その他歳出に係る

現状 改革後

2011年度から
の自然増

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

社会保障給付
公費負担

赤字

ＰＢ赤字（国 地方）（対GDP比）改善
＝財政健全化目標との整合性社会保障給付

公費負担
（国・地方）

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

改
革
に
伴

見
合
っ
た
安

１％相当

機能強化 3％相当

・制度改革に伴う増
高齢化等に伴う増

公費負担
（国・地方）

制度改革に伴う増 １％相当ＰＢ赤字
（国・地方） 消費税引上げに伴う

社会保障支出等の増 1 ％相当

う
新
規
歳
出
増
に

安
定
財
源
の
確
保

２％高齢化等に伴う増 １％相当

高齢化等に伴う増 １％相当

制度改革に伴う増 １％相当

・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

うち高齢者３経費 年金２分の１（臨時財源）
機能維持 1 ％相当

うち高齢者３経費
内
閣
府
試

ら
の
Ｐ
Ｂ

に保

※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

増

年金2分の1 １％相当

消費税収 消費税収

試
算
（23
年
1
月

改
善
（国
・地
方
）

３％

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費

（国・地方）

税収・税外収入
（国・地方）

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費

(国・地方)

税収・税外収入
（国・地方）

）
か

）

（注１） 「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）における財政健全化目標において、国・地方及び国の基礎的財政収支赤字の対GDP比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、
2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算（平成23年1月）の2015年度の試算結果からは、消費税率換算で約3％のPB（国・地方）の改善が必要。

（注２） 改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増」は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸び（「機能維持」に含まれる）を超える増加のことである。

（注３） 社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（※） 成案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率（国・地方）を10％まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。
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